
（単位：千円）

項目 事業名
予算額

（費用）
主な財源 事業内容

ア　新技術等の研究開発支援

　・成長型中小企業等研究開発支援事業

イ　先端技術分野への参入・先端技術活用支援

　・ものづくり中小企業デジタル技術活用推進事
業

ア　経営革新の支援

　・総合支援・ワンストップサービス推進事業

イ　起業・創業支援

　・おおいたスタートアップ支援事業

ウ　ベンチャー支援

　・ビジネスプラングランプリ実施事業

エ　旗艦商品の開発支援

　・おおいた中小企業活力創出基金管理事業

　・おおいた中小企業活力創出基金機構運営事業

　・おおいた中小企業活力創出基金助成事業

オ　６次産業化等支援

　・６次産業化サポート体制整備事業

　・６次産業化スタートアップ支援事業

カ　産学官金連携、異業種交流の推進

　・産学官連携推進事業

　・起業化推進事業

ア　取引の拡大支援

　・指導員等設置

　・業務管理事業費

　・あっせん相談指導事業（航空宇宙関連支援事業含）

　・経営等指導事業

　・苦情・紛争処理事業

　・調査・情報提供事業

　・設備貸与事業

イ　販路開拓支援

　・中小企業地域資源活用等促進事業

ウ　相談対応

　・中小企業支援アドバイザー派遣事業

　・特定企業支援専門家派遣事業

　・よろず支援拠点設置事業

ア　自動車産業への集中支援

　・自動車関連産業新規参入促進事業

イ　半導体関連産業の振興

　・ＬＳＩコーディネーター設置事業

ア　人材育成

　・マネジメントスクール実施事業

　・一般研修事業

イ　女性の活躍推進

　・マネジメントスクール実施事業（再掲）

　・一般研修事業（再掲）

　・おおいたスタートアップ支援事業（再掲）

　・コロンブス運営事業

　・情報収集・提供事業

　・情報誌作成事業

　・産業経済研究事業

24,061
基金運用益
受取会費

　公益目的事業の実施に必要な職員人件費、事務等に要す
る経費。

6,333 賃借料収益
　機構の管理する研修室やホール等の貸出やその管理に要
する経費。

17,353
財産運用益
受取会費

　法人業務の運営や事務所の維持管理に要する経費。

556,946

公１共通

収益事業

法人会計

合計

5,976

21,102

（5）多様な人材の
　　育成・活躍推進

－

情報提供・広報の強化

　激変する時代に挑戦する意欲ある人材の育成を目指し
て、経営管理能力、財務・会計実務、営業力、現場管理等
の研修を実施する。

　女性が意欲をもって働き続けるために必要なスキルやノ
ウハウを身につけるための研修等への参加を促進するとと
もに、女性創業者の輩出支援に取り組む。

団体負担金

　半導体関連産業の振興支援のため、ＬＳＩクラスター推
進局内にコーディネーターを設置する。

県補助金
企業負担金

　広報誌「創造おおいた」、機構ホームページ、メール配
信・ＦＡＸ配信等による情報発信を行うほか、企業ごとに
異なる個別具体的なニーズに対応する補助制度等支援施策
の情報収集・提供を行う。

－

事業収益
基金運用益

（3）経営力の
     安定・強化

45,552 県補助金

　下請企業の受注の安定的な確保、販路拡大、自立化の促
進等を図るため、職員による企業巡回、他県機関との連携
による広域的情報などの、発注情報、製品情報等の提供を
行う。
　また、スペースポートを核とした経済循環創出や衛星
データの利活用等先端分野への挑戦を支援する。

20,785
県補助金
その他補助金
基金運用益

　中小企業者・小規模事業者の販路開拓・拡大支援のた
め、商談会の出展支援等に取り組む。

109,685
県補助金
国委託料

　県内の中小企業・小規模事業者の抱える様々な経営課題
に対し、的確な相談対応と課題解決に向けたワンストップ
の相談を進める。

（4）分野別集中
     支援

19,476 県補助金

　自動車産業への参入意欲が高く、潜在能力をもった県内
企業に対して、その企業の実情にあった発注企業情報の提
供や、発注企業からのニーズに応えられる技術力や生産性
の向上への個別・集中した取組を行う。

4,763

23,310 県委託料

　農山漁村の活用可能な地域資源を他分野と組み合わせる
こと等により活用する「農産漁村発イノベーション」によ
り、地域における新たな事業・雇用機会を創出（６次産業
化を発展）するとともに、６次化の取組の初期段階等で生
じる個別課題に対する専門家の派遣を行う。

2,173 団体負担金

　県内企業と大学等の円滑な連携、県内中小企業の連携・
交流による技術開発・製品開発の取組を支援する。

7,725 県補助金

　創業期の企業を対象に、優秀な起業家を発掘し事業化を
推進するため、多くの応募を募り、目利き委員の審査を経
た優秀なビジネスプランを表彰する。併せて未受賞企業の
うち有望プランのフォローアップ支援に取り組む。

21,532
基金運用益
県補助金

　おおいた中小企業活力創出基金を活用し、県内中小企業
者等の収益力向上や事業拡大を目的として、新商品開発等
を支援する。
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（1）先端技術産業
　　 の創出

67,543 国補助金

　ものづくり産業の競争力の強化と新たな事業の創出のた
め、国の成長型中小企業等研究開発支援事業の事業管理機
関として県内企業の制度活用を支援する。

3,400 県委託料

　中小製造業の生産性向上による競争力強化を図るため、
先端技術分野参入に向けた伴走支援を行う。

（2）新事業活動
　　 支援

15,146 県補助金

　企業のイノベーション推進の基本プランとなる経営革新
計画の策定支援、ステップアップの伴走支援など、事業者
の抱える様々な経営課題に対し、総合的な支援に取り組
む。

141,031
県補助金
企業負担金

　創業の機運醸成、創業相談、創業支援人材育成や留学
生、女性、成長志向起業家の支援に取組む。また、起業家
教育の推進や地域課題解決を目指す創業予定者の支援を行
う。


